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２．都市の実態と課題 

２－１ 佐世保市の概況 

（１）本市の位置付け 

九州圏広域地方計画においては、基幹都市圏を核とし国際的・広域的な独自性の発揮と九州圏

の自律的な発展を図るとされています。本市は長崎市などと一体的に長崎・佐世保・環大村湾都

市圏を形成することが位置付けられています。 

その中で本市は、長崎・佐世保・環大村湾都市圏における中心的都市として、海外との交流・

連携による独自の国際感覚・文化の蓄積を活かした西の交流・連携とにぎわいの拠点の形成が求

められています。 

また、平成 28年 4月 1日、佐世保市は本圏域の中心市となるべく中核市へ移行し、広域的な

都市圏形成に向けて中心的役割を担うことになりました。平成 30年 9月には、平戸市、松浦市、

西海市、東彼杵町、川棚町、波佐見町、小値賀町、新上五島町、佐賀県伊万里市及び有田町の計

11 の自治体により「西九州させぼ広域都市圏」を形成し、本市はその圏域の中心都市として連

携中枢都市宣言を行いました。その後、令和 2年 3月には本市と佐々町との間で連携協約を締結

し、佐々町も「西九州させぼ広域都市圏」に加わりました。 

そのため、これまで以上に、行政区域の枠を超え、結びつきのある自治体と横の繋がりを築き、

医療や交通、産業などの分野において、圏域内の行政サービスや都市機能が連携しながら、地域

の社会・経済のリーダーとして圏域を持続的に支えていくことが求められています。 

さらに、グローバル化が進展する中で、地理的に東アジアに開かれた優位性を活かし、圏域全

体を将来的に成長・発展させていく役割も求められます。 

 

 

図 長崎県全体に対する本市の割合 
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図 西九州させぼ広域都市圏域 

 

（２）都市計画区域の構成 

現在、市内には「佐世保都市計画区域」、「江迎都市計画区域」、「宇久都市計画区域」があり、

「佐世保都市計画区域」は市街化区域と市街化調整区域の区域区分がある線引き都市計画区域で

あり、市街化区域には用途地域の指定があります。「江迎都市計画区域」及び「宇久都市計画区域」

は、区域区分がない非線引き都市計画区域であり、用途地域の指定はありません。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 佐世保市の都市計画区域 
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（３）人口の推移と見通し 

① 総人口 

本市の総人口は、微減ながら約 25万人規模で推移していましたが、国全体の人口が減少に転

じた中、本市も今後は急激な人口減少が見込まれています。 

国立社会保障・人口問題研究所（社人研）の推計によると、15年後（令和 17年）には 22万

人程度となることが予想され、平成 27年に比べ約 3.4万人減と、急激な減少が見込まれていま

す。 

 

図 総人口及び年齢 3区分別人口の推移と見通し 

出典：国勢調査、社人研推計（H30）より作成    

また、人口の年齢構成については、令和 2年に高齢者数がピークに達し、その後減少に転じま

すが、年少人口及び生産年齢人口が減少する中で高齢化率は増加し、令和 17年には高齢化率が

33.1％となり 3人に 1人が高齢者となると予想されます。 

 

図 総人口及び年齢 3区分別人口の推移と見通し 

出典：2020（R2）までは国勢調査。2025（R7）以降は社人研（H30 推計）より作成  

推計値 
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社会増減を見ると、平成 23年以降、一貫して転出が転入を上回っており、社会減が続いてい

ます。年齢階級別に見ると、15～19歳が 20～24歳になる年齢層など若年層の転出超過が多く

なっていますが、2010年から 2015年にかけてはそれ以外の 20～65歳の年齢階級においては

概ね転入超過となっており、若年層の転出超過傾向を抑えるとともに、その後の 20～30歳代で

の転入超過傾向を促すことが重要と考えられます。 

 

 

図 転入・転出の推移 

出典：佐世保市統計書 

 

 
図 年齢階級別純移動数の時系列分析 

出典：RESAS（国勢調査、都道府県別生命表に基づきまち・ひと・しごと創生本部作成） 

  

転入超過 

転出超過 
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自然増減を見ると、平成 15（2003）年以降、出生数を死亡数が上回っており、自然減が続い

ています。合計特殊出生率は、平成元（1989）年以降、1.4～1.8で推移しており、平成 17（2005）

年以降は増加傾向にあり、佐世保市の合計特殊出生率は全国平均より概ね 0.24ポイント高い状

態を維持しています。 

 

図 出生数・死亡数・転入数・転出数の推移 

出典：RESAS（総務省「国勢調査」、社人研「日本の地域別将来推計人口」、 

総務省「住民基本台帳に基づく人口、人口動態及び世帯数調査」） 

 

図 合計特殊出生率の推移 

出典：佐世保市まち・ひと・しごと創生総合戦略（厚生労働省「厚生労働統計・人口動態調査」より） 
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② 地域別人口 

平成 7年から平成 27年にかけての地域別人口増減の推移を見ると、地域別の人口減少は、黒

島、宇久などの島しょ部、宮、世知原、鹿町などの中山間部が特に顕著で、都心部である佐世保

中央も 20年間で 0.83倍と人口減少が顕在化しています。 

一方で相浦、早岐、江上の３地域では、平成 27年人口は平成 7年に比べて増加しています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 H7～H27の地域別人口増減の推移 

出典：国勢調査 

 

平成 17 年から平成 27年にかけての高齢化率の推移を見ると、高齢化は全ての地域で進行し

ており、黒島、宇久、世知原の 3 地域では平成 27 年時点で高齢化率が 40％を超え、特に顕著

です。 

 

図 地域別高齢化率の推移 

出典：国勢調査 
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平成 27 年から令和 17年にかけての将来的な人口増減を見ると、全ての地域で減少するもの

の、地域によって差が見られ、特に黒島や宇久では約 4割の減少が見込まれます。 

また、実数としては平成 27年から令和 17年の 20年間で佐世保中央では約 1.4万人減少す

ると見込まれ、商圏人口が大幅に減少することにより都市機能の維持が困難になる恐れがありま

す。 

 

 

図 H27～R17の地域別人口増減の見込み 

出典：Ｈ27 は国勢調査。R7、R17 は社人研「日本の地域別将来推計人口（平成 30 年推計）」による。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 2015年～2035年の地域別人口増減（実数）の見込み 

出典：2015 年は国勢調査。2035 年は社人研「日本の地域別将来推計人口（平成 30 年推計）」による。 

  

佐世保中央（8.5 万→7.1 万） 

相浦（2.7 万→2.4 万） 

大野（1.9 万→1.7 万） 

早岐（3.4 万→3.2 万） 

中里皆瀬（1.2 万→1.1 万） 

柚木（4.3 千→3.3 千） 

日宇（2.8 万→2.4 万） 

宇久（2.2 千→1.3 千） 

黒島（0.4 千→0.2 千） 

江上（7.2 千→6.5 千） 

針尾（2.6 千→2.1 千） 

三川内（4.0 千→3.1 千） 

宮（3.1 千→2.5 千） 

吉井（5.4 千→4.5 千） 

世知原（3.4 千→2.5 千） 

小佐々（6.2 千→5.3 千） 

江迎（5.4 千→3.9 千） 

鹿町（4.6 千→3.6 千） 

佐々（1.3 万→1.1 万）※参考 

拠点名 

（2015 年人口→2035 年人口） 
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図 2015年の人口密度分布 

 

図 2035年の人口密度分布 
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（４）産業活動 

① 商業 

本市の商業は、平成 24 年以降、

小売、卸売ともに販売額は増加傾向

にあります。 

県内シェアを見ると、卸売、小売

ともに横ばい傾向が続いています。 

県内の市町別の状況を見ると、事

業所数は卸売業が 535件（県内の約

18.4%）、小売業が 1,838件（県内

の約 16.4%）、従業者数は卸売業が

4,619人（県内の約 20.4%）、小売

業が 12,941人（県内の約 18.9％）、

年間商品販売額は卸売業が約 2,539

億円（県内の約 17.6%）、小売業が約

3,800億円（県内の約 28.3%）となっており、県内で有数の商業集積地となっています。 

 

 

図 市町別、事業所数・従業者数・年間商品販売額（平成 26年） 

出典：平成 26 年商業統計 

 

図 商品販売額等の推移 

出典：商業統計・経済センサス 
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第三次産業（公務を除く）の地域別事業所数の分布を見ると、佐世保中央には、全体の約 48%

の事業所が集積しており、その内訳は、卸売・小売、宿泊・飲食、不動産・物品賃貸、生活関連

サービス・娯楽、医療福祉など多様な業種となっています。 

佐世保中央以外では、日宇、相浦、早岐、大野において、卸売・小売を中心とした事業所の集

積が多くなっています。 

 

図 地域別事業所数の内訳（平成 26年） 

出典：経済センサス（基礎調査） 
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② 製造業 

本市の製造業は、出荷額は、平成 28年に 1,848億円まで増加しましたが、平成 25年からお

おむね横ばいとなっています。 

製造品出荷額等の県内シェアはこれまで 10％台で推移してきましたが、平成 29年には 9.0％

に低下しています。 

製造品出荷額等が多いのは輸送用機械器具であり、従業員数の特化係数も輸送用機械器具製造

業が最も高くなっています。 

 

図 製造品出荷額等の推移                    図 平成 29年製造品出荷額等の内訳 

出典：工業統計                    出典：工業統計 

 

図 産業別特化係数（2016 年） 

出典：RESAS（経済センサス活動調査） 

※特化係数：域内のある産業の比率を全国の同産業の比率と比較したもの。1.0 を超えていれば、当該産業が全国に比べて特化している産

業とされる。労働生産性の場合は、全国の当該産業の数値 1 とした場合のある地域の当該産業の数値 
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県内の市町別の事業所数・従業者数・製造品出荷額等を見ると、本市の事業所数は県全体の

15.2％（249 事業所）、従業者数は県全体の 13.0%（7,474 人）、製造品出荷額等は県全体の

9.0%（約 1,647億円）となっており、製造品出荷額等では長崎市、諫早市に次いで県内で３番

目に多くなっています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 事業所数・従業者数・製造品出荷額等の市町別割合（平成 29年） 

出典：長崎県 平成 30 年工業統計調査（確報・概要版） 

 

 

図 主要市町別製造品出荷額等の推移 

出典：長崎県 平成 30 年工業統計調査（確報・概要版） 

 

 

  

年 
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③ 観光 

本市を訪れる観光客延べ数は、平成 21年の約 504万人から平成 30年には約 746万人と大

きく増加しています。観光消費額については、平成 27年には最多の約 1,275億円となりました

が、その後は減少傾向にあります。 

 

図 観光客延べ数の推移 

出典：長崎県観光統計データ（平成 21 年～平成 30 年） 

 

 

           

図 観光消費額の推移 

出典：長崎県観光統計データ（平成 21 年～平成 30 年） 
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佐世保港では、国際旅客船の寄港の拠点形成を図る場所として、浦頭地区と三浦地区を位置付

け施設整備を進めてきました。 

平成 26年 4月から国際旅客船の受入れを開始し、年々外国船の寄港回数が増加しており、平

成 29年には 84回、乗客数は 10万人まで達しています。 

 

 

図 佐世保港国際旅客船拠点形成計画の概要 

出典：佐世保港国際旅客線拠点形成計画 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 佐世保港のクルーズ船寄港状況 

出典：佐世保港国際旅客線拠点形成計画 
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２－２ 土地利用の動向 

（１）土地利用の動向 

① 市街地の成り立ち 

本市は、明治 19（1886）年に海軍鎮守府設置が決定

し、同年に長崎県令により市街地建設が始まりました。

（右図：佐世保市街地区割予定図（明治 19年）） 

明治 22（1889）年には佐世保海軍鎮守府が開庁し、

人口が急速に増加したことを受け、道路・水道などの都

市基盤が整備され、現在の佐世保市中心部の骨格が形成

されました。明治 35 年に市制施行し、以後、軍港のま

ちとして発展してきましたが、太平洋戦争の際に戦災で

市街地は甚大な被害を受けました。 

戦後には、戦災復興土地区画整理事業により、佐世保駅から佐世保市役所にかけた主要幹線道

路やアーケード商店街等の市街地が整備され、また、基地や造船を中心とする産業の発展を背景

に急激な人口増加が進む中で、佐世保湾を取り囲む斜面地等において市街化が広がり、地形的な

条件から狭い坂道や階段沿いに住宅開発が進んだため、公共施設（道路等）の整備が難しく、防

災面や住環境上の課題が生じました。その後、モータリゼーションの進展に伴い、郊外部におけ

る宅地開発が進みましたが、現時点においては、基本的には都市核や地域核を中心とした人口集

中地区（DID地区）が形成され、コンパクトな市街地形成が維持されています。その一方で佐世

保中央地域（市役所本庁管内）の人口減少が進み、中心市街地の空洞化が進み始めています。 

そうした市街地形成の過程を踏まえ、平成初期（1990年頃）より、佐世保駅周辺等の中心市

街地において、土地区画整理事業、市街地再開発事業、鉄道高架化事業、ポートルネッサンス 21

計画に基づく港湾エリアの整備等により、市中心部における多様な都市機能の集積と都市基盤の

整備を進めてきました。また、斜面市街地においては、平成 9（1997）年の「密集市街地におけ

る防災街区の整備の促進に関する法律」の施行を受けて、平成 11（1999）年より住環境整備の

基礎調査を実施し、特に住環境に課題がある 4地区において住環境の整備を進めています。 

 

 

 

（参考）人口集中地区（DID）の変遷 

≪昭和 35年（1960年）≫ 

現在の都市核である佐世保中央の他、地域核の早岐

地区及び相浦地区に人口集中地区が見られる。 

地域核の人口集中は旧来からの市街地を軸として

いることが伺える。 

 

 

 

 

 

佐世保市街地区画割予定図  
（出典：佐世保市史軍港史編下巻） 

現在の市役所 
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≪昭和 50年（1975年）≫ 

佐世保中央地域から大野地域、日宇地域に人口集

中地区が拡大し、天神周辺にも広がっていること

が伺える。 

一方で、相浦地域には人口集中地区が見られなく

なっている。 

 

 

 

 

≪平成 2年（1990年）≫ 

天神周辺や早岐地域など、昭和 50年当時の人口集

中地区の縁辺に範囲が広がっている。 

 

 

 

 

 

 

 

≪平成 7年（1995年）≫ 

相浦地域に人口集中地区が再び見られるようにな

っている。 

 

 

 

 

 

 

 

≪平成 27年（2015年）≫ 

現在の都市核・地域核を中心として人口集中地区

が見られる。 

 

 

 

 

 

 

 

（出典：国土交通省 国土数値情報「人口集中地区データ」から作成）  
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② 土地利用の変化 

昭和 51 年と平成 26年の土地利用メッシュの面積割合を比較すると、農地や荒地が減少し建

物用地が増加しています。市街化区域内では市街化の進行により大部分が建物用地となるととも

に、市街化区域に隣接したエリアなど市街化調整区域においても農地等から建物用地への土地利

用の転換が見られます。 

 

 

 

図 土地利用状況の変化                        図 土地利用別メッシュ数 

出典：国土数値情報(土地利用細分メッシュ) 

※土地利用細分メッシュにおける「その他の用地」の定義は以下のとおり。 
S51：家屋の周辺の、樹林・その他の植物等の存しない土地（学校や工場の敷地、港湾地区、人工造成地等の空地を含む）、及び、ゴル

フ場、運動競技場、空港、競馬場、野球場等の特定地区で建物及び水部を除く部分。 
H26：運動競技場、空港、競馬場、野球場、学校、港湾地区、人工造成地の空地等、及び、ゴルフ場（ゴルフコースの集まっている部分
のフェアウエイ及びラフの外側と森林の境目を境界とする）。 
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③ 市街化調整区域における開発動向 

平成 15年から、市街化調整区域における地域コミュニティの維持等を目的とし、地区計画制

度や緩和条例を用いた住宅建築の誘導を行ってきました。一方で、近年は無秩序な市街地の拡大

を防ぐため、市街化区域に隣接した市街化調整区域の一部エリアを緩和条例の対象外とし、住宅

開発を抑制しています。 

市街化調整区域における開発許可・建築確認の戸数は、早岐が最も多く、次いで日宇の順とな

っています。日宇は平成 29年度に日宇支所管内の大規模な分譲住宅開発により地区計画の件数

が多く、早岐では条例による件数が多く、市街化調整区域における宅地化の進行が伺えます。 

 
図 市街化調整区域の開発許可・建築確認の戸数 （平成 13～29年度） 

出典：開発許可・建築確認申請データベース（庁内資料） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 市街化調整区域における開発の状況 

出典：平成 29 年度 都市計画基礎調査 
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④ 農地転用 

農地転用面積では、住宅用地への転用が一番多く、早岐や佐世保中央などで多くなっています。 

市街地区分別に見ると、市街化区域における住宅用地への転換が 20.5ha、市街化調整区域で

は 13.0haと、市街化調整区域における住宅用地への転用が市街化区域の半数以上あるなど、市

街化調整区域における市街化が進行しています。 

 

 

図 地域別農地転用面積（H24～H28年） 

出典：都市計画基礎調査（平成 29 年度） 

 

図 市街地別農地転用面積（H24～H28年） 

出典：都市計画基礎調査（平成 29 年度） 
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⑤ 空き家の動向 

平成 10年から平成 25年にかけて空

き家数は 2倍に増加しており、空き家率

も増加傾向にあり平成 25 年に 16.7%

と最多となりましたが、その後微減し平

成 30年には 16.2％となっています。 

特に、市街化調整区域における市街化

が進む一方で、前述の市街化区域内にお

ける戦後に整備された市街地等におい

て、空き家が多くなっており、このまま

空き家が増加すれば、防災・防犯面の問

題が発生し地域コミュニティの維持が

困難になることが懸念されます。 

図 空き家数・空き家率 

出典：住宅・土地統計調査（総務省） 

 

図 空き家の分布 

出典：平成 27 年度佐世保市住宅実態調査、国土数値情報（標高・傾斜角度５次メッシュ） 
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⑥下水道整備区域 

本市の下水道整備区域は、特に中北部エリアを中心に未整備なエリアが多くなっており、今後

も計画的に整備を進めていきます。 

 

 
図 下水道整備区域 

出典：佐世保市公共下水道計画図（汚水） 

  


